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１．18年9月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 18,385 △8.8 386 △61.2 459 △59.7

17年９月中間期 20,150 44.3 996 69.1 1,141 61.5

18年３月期 44,325 2,391 2,724

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 218 △66.4 377 99

17年９月中間期 650 69.4 4,339 71

18年３月期 1,428 2,343 07
（注）①期中平均株式数 18年９月中間期 577,299株 17年９月中間期 149,834株 18年３月期 600,556株

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 25,419 15,199 59.8 26,329 31

17年９月中間期 28,490 16,751 58.8 110,594 94

18年３月期 26,731 15,277 57.2 26,425 68
（注）①期末発行済株式数 18年９月中間期 577,298株 17年９月中間期 151,469株 18年３月期 577,299株

②期末自己株式数 18年９月中間期 30,009株 17年９月中間期 ２株 18年３月期 30,008株

２．19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
通　期 46,800 2,030 1,180

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　2,044円00銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

18年３月期 500 500 1,000

19年３月期（実績） 500 －
1,000

19年３月期（予想） － 500

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、経済・事業環境の変動等にかかわる不確定要因により

実際の業績は、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は中間決算短信（連結）添付資料連７ページ「３.経営成績及び財政状態　1.経営成績（2）通期の見通し」を参

照して下さい。

－ 個 1 －



６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金 ※２ 8,096,343   7,027,201   6,360,530   

２　受取手形 ※３ 228,868   191,757   175,422   

３　売掛金  8,293,745   8,318,963   10,798,983   

４　たな卸資産 ※４ 5,841,112   4,102,710   5,193,410   

５　未収入金 ※４ ―   1,837,874   141,046   

６　その他流動資産  943,949   785,044   681,454   

貸倒引当金 ※４ △28,644   △355,643   △24,891   

流動資産合計   23,375,375 82.0  21,907,908 86.2  23,325,955 87.3

Ⅱ　固定資産           

１　有形固定資産 ※１          

(1）建物  329,782   308,472   330,144   

(2）工具器具及び備
品

 1,519,059   1,646,186   1,682,309   

有形固定資産合計  1,848,841   1,954,658   2,012,454   

２　無形固定資産  232,166   367,069   198,138   

３　投資その他の資産           

(1）差入保証金  1,490,362   491,985   488,688   

(2）繰延ヘッジ損失  810,559   ―   ―   

(3）その他  732,780   750,961   715,291   

貸倒引当金  ―   △52,763   △9,272   

投資その他の資産
合計

 3,033,702   1,190,183   1,194,708   

固定資産合計   5,114,711 18.0  3,511,912 13.8  3,405,300 12.7

資産合計   28,490,086 100.0  25,419,820 100.0  26,731,256 100.0

           

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１　買掛金  6,049,378   5,018,793   6,876,924   

２　短期借入金  160,000   220,000   40,000   

３　前受金  2,423,161   2,258,466   1,712,825   

４　未払法人税等  46,698   220,060   518,487   

５　賞与引当金  325,661   464,327   297,464   

６　品質保証引当金  33,000   24,000   29,000   

７　その他  1,115,940   1,180,404   1,188,857   

流動負債合計   10,153,840 35.6  9,386,052 36.9  10,663,559 39.9

Ⅱ　固定負債           

１　退職給付引当金  528,130   583,757   556,287   

２　役員退職慰労引当
金

 222,050   250,140   234,390   

３　デリバティブ債務  834,360   ―   ―   

固定負債合計   1,584,540 5.6  833,897 3.3  790,677 2.9

負債合計   11,738,380 41.2  10,219,949 40.2  11,454,236 42.8

           

－ 個 2 －



  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   4,078,143 14.3  ― ―  4,113,733 15.4

Ⅱ　資本剰余金           

資本準備金  6,883,810   ―   6,919,400   

資本剰余金合計   6,883,810 24.2  ― ―  6,919,400 25.9

Ⅲ　利益剰余金           

１　利益準備金  11,721   ―   11,721   

２　任意積立金  4,940,000   ―   4,940,000   

３　中間（当期）未処
分利益

 831,358   ―   1,534,038   

利益剰余金合計   5,783,079 20.3  ― ―  6,485,759 24.3

Ⅳ　その他有価証券評価
差額金

  7,507 0.0  ― ―  17,852 0.1

Ⅴ　自己株式   △835 △0.0  ― ―  △2,259,726 △8.5

資本合計   16,751,706 58.8  ― ―  15,277,019 57.2

負債・資本合計   28,490,086 100.0  ― ―  26,731,256 100.0

           

（純資産の部）  

Ⅰ　株主資本        

１　資本金  ― ― 4,113,733 16.2 ― ―

２　資本剰余金  

(1）資本準備金  ― 6,919,400 ―

資本剰余金合計  ― ― 6,919,400 27.2 ― ―

３　利益剰余金  

(1）利益準備金  ― 11,721 ―

(2）その他利益剰余
金

    

任意積立金  ― 5,740,000 ―

繰越利益剰余金  ― 642,102 ―

利益剰余金合計  ― ― 6,393,823 25.2 ― ―

４　自己株式  ― ― △2,259,794 △8.9 ― ―

株主資本合計  ― ― 15,167,164 59.7 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評
価差額金

 ― ― 17,736 0.1 ― ―

２　繰延ヘッジ損益  ― ― 14,969 0.0 ― ―

評価・換算差額等合
計

 ― ― 32,706 0.1 ― ―

純資産合計  ― ― 15,199,870 59.8 ― ―

負債純資産合計  ― ― 25,419,820 100.0 ― ―

           

－ 個 3 －



(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   20,150,778 100.0  18,385,883 100.0  44,325,940 100.0

Ⅱ　売上原価   15,111,450 75.0  13,760,429 74.8  33,164,415 74.8

売上総利益   5,039,328 25.0  4,625,454 25.2  11,161,525 25.2

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

  4,043,066 20.1  4,238,967 23.1  8,770,440 19.8

営業利益   996,261 4.9  386,487 2.1  2,391,085 5.4

Ⅳ　営業外収益 ※１  173,295 0.8  89,986 0.5  379,246 0.8

Ⅴ　営業外費用 ※２  28,118 0.1  16,716 0.1  45,677 0.1

経常利益   1,141,438 5.6  459,757 2.5  2,724,653 6.1

Ⅵ　特別利益 ※３  477 0.0  275,205 1.5  30,477 0.1

Ⅶ　特別損失 ※４  8,003 0.0  363,731 2.0  351,732 0.8

税引前中間（当
期）純利益

  1,133,912 5.6  371,231 2.0  2,403,399 5.4

法人税、住民税及
び事業税

 25,879   196,657   518,400   

法人税等調整額  457,797 483,676 2.4 △43,640 153,017 0.8 456,348 974,749 2.2

中間（当期）純利
益

  650,236 3.2  218,214 1.2  1,428,650 3.2

前期繰越利益   181,122   ―   181,122  

中間配当額   ―   ―   75,734  

中間（当期）未処
分利益

  831,358   ―   1,534,038  

           

－ 個 4 －



(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自 平成18年４月１日　至 平成18年９月30日）

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計
任意積立金

繰越利益剰余
金

平成18年３月31日　残高 4,113,733 6,919,400 6,919,400 11,721 4,940,000 1,534,038 6,485,759 △2,259,726 15,259,167

中間会計期間中の変動額

新株の発行         ―

任意積立金の積立     800,000 △800,000 ―  ―

剰余金の配当      △288,649 △288,649  △288,649

役員賞与      △21,500 △21,500  △21,500

中間純利益      218,214 218,214  218,214

自己株式の取得        △67 △67

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額）

         

中間会計期間中の変動額合

計
― ― ― ― 800,000 △891,935 △91,935 △67 △92,002

平成18年９月30日　残高 4,113,733 6,919,400 6,919,400 11,721 5,740,000 642,102 6,393,823 △2,259,794 15,167,164

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等

合計

平成18年３月31日　残高 17,852 ― 17,852 15,277,019

中間会計期間中の変動額

新株の発行    ―

任意積立金の積立    ―

剰余金の配当    △288,649

役員賞与    △21,500

中間純利益    218,214

自己株式の取得    △67

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額）

△115 14,969 14,853 14,853

中間会計期間中の変動額合

計
△115 14,969 14,853 △77,149

平成18年９月30日　残高 17,736 14,969 32,706 15,199,870

－ 個 5 －



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　資産の評価基準及び評

価方法

(1）有価証券

①子会社株式

移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。

(1）有価証券

①子会社株式

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用し

ております。

(1）有価証券

①子会社株式

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しておりま

す。

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）デリバティブ

時価法

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

同左

(3）たな卸資産

①商品

移動平均法による原価法

②仕掛品

個別法による原価法

(3）たな卸資産

①商品

同左

②仕掛品

同左

(3）たな卸資産

①商品

同左

②仕掛品

同左

２　固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法

　なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。　

建物及び構築物 ８年～18年

工具器具及び備

品
５年～15年

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

定額法

　なお、ソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備

えるため、将来の支給見込額のう

ち当中間会計期間の負担額を計上

しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備

えるため、将来の支給見込額のう

ち当事業年度の負担額を計上して

おります。

(3）品質保証引当金

　ソフトウェアの請負開発契約に

おいて、保証期間中の瑕疵担保等

の費用支出に備えるため、過去の

実績に基づいて算出した発生見込

額を計上しております。

(3）品質保証引当金

同左

(3）品質保証引当金

同左

－ 個 6 －



項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生していると認

められる額を計上しております。

　数理計算上の差異は、その発

生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により、発生

の翌会計年度から費用計上して

おります。

(4）退職給付引当金

同左

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

　数理計算上の差異は、その発

生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により、発生

の翌会計年度から費用計上して

おります。

(5）役員退職慰労引当金

　役員への退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期末

要支給額の100％を計上しており

ます。

(5）役員退職慰労引当金

　役員及び執行役員への退職慰労

金の支給に備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額の100％を

計上しております。

(5）役員退職慰労引当金

　役員及び執行役員への退職慰労

金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額の100％を計上

しております。

４　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

同左 同左

５　ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

　ただし、為替予約について振当

処理の要件を満たしている場合に

は、振当処理を採用しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

　為替予約取引、通貨オプション

取引、通貨スワップ取引、外貨建

有価証券及び外貨建定期預金を手

段としております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

・ヘッジ対象

　外貨建金銭債務及び外貨建購入

予定取引を対象としております。

・ヘッジ対象

同左

・ヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

　外貨建輸入取引に係る将来の外

国為替相場変動リスクをヘッジす

るために、社内規程に基づき、過

去の取引事例を勘案し、現状の取

引に対応して行っております。

③　ヘッジ方針

同左

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段の相場変動額とヘッ

ジ対象の相場変動額を比較するこ

と等によって、ヘッジの有効性を

確認しております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

６　その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理及び表示方法

　税抜方式によって処理し、仮受消

費税等と仮払消費税等を相殺し、流

動負債「その他」に含めて表示して

おります。

消費税等の会計処理及び表示方法

同左

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会　平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号　平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。

 ――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

 　当事業年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会　平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号　平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号　平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号　平成17年12月９日）を

適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当

する金額は15,184,900千円でありま

す。

　なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

―――――

――――― （保守売上関連経費の会計処理方法の

変更）

サービス売上高に含まれる保守売

上に関連して発生する人件費及び諸

経費につきましては、従来、販売費

及び一般管理費に計上してまいりま

したが、当該保守売上の金額的重要

性が増大してきた状況において、シ

ステムによる工数管理体制が整備さ

れたことに伴い、保守売上関連経費

の原価性を検討いたしましたところ、

当中間会計期間より会計処理方法を

変更し、保守売上関連経費を売上原

価に計上することとなりました。

　この結果、従来の方法によった場

合に比べて当中間会計期間の売上原

価は、463,312千円増加し、売上総

利益と販売費及び一般管理費は同額

減少しておりますが、営業利益、経

常利益及び中間純利益に与える影響

はございません。

―――――
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表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

（中間貸借対照表） （中間貸借対照表）

　前中間会計期間までは有形固定資産のその他に含めて表

示しておりました「工具器具及び備品」（前中間会計期間

850,379千円）及び流動負債のその他に含めて表示してお

りました「前受金」（前中間会計期間1,002,685千円）に

ついては、総資産額の５／100を超えたため、当中間会計

期間より区分掲記しております。

　前中間会計期間までは流動資産のその他に含めて表示し

ておりました「未収入金」（前中間会計期間181,478千円）

については、総資産額の５／100を超えたため、当中間会

計期間より区分掲記しております
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

2,323,783千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

2,758,987千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

2,610,307千円

※２　担保資産 ※２　担保資産 ※２　担保資産

担保に供している資産 担保に供している資産 担保に供している資産

現金及び預金 4,500千円 現金及び預金 4,500千円 現金及び預金 4,500千円

営業保証金として差入れております。 営業保証金として差入れております。 営業保証金として差入れております。

――――― ※３　中間期末日満期手形

中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理をし

ております。なお、当中間会計期間の末

日は金融機関の休日であったため、次の

中間期末日満期手形が中間期末残高に含

まれております。

受取手形 27,015千円

―――――

――――― ※４　訴訟

当社は、平成16年９月29日付で、富士

通サポートアンドサービス株式会社及び

富士通ネットワークソリューションズ株

式会社に対し、請負代金の支払を求める

訴訟（請求額17億77百万円）を提起して

おりましたが、平成18年10月６日付けで

東京地方裁判所において被告らに対し総

額11億82百万円及び当該支払額に対する

年５％の割合による遅延損害金の支払い

を命ずる判決が下りました。当社はこの

判決を不服として、平成18年10月18日に

東京高等裁判所に控訴しました。

　また、当社は東京地方裁判所の判決を

受け、前連結会計年度では「たな卸資産」

勘定にて計上していた請負代金に見合う

仕入代金に相当する16億89百万円を「未

収入金」へ振替いたしました。さらに、

会計上保守的に考えた結果、当該未収入

金のうち、判決にて言渡しを受けた当社

への支払額合計11億82百万円を差引いた

５億７百万円と当該支払額に対する遅延

損害金１億63百万円を相殺した金額３億

44百万円を、当中間会計期間に引当金計

上致しました。

※４　訴訟

当社は、平成16年９月29日付で、富士

通サポートアンドサービス株式会社及び

富士通ネットワークソリューションズ株

式会社に対し、総額17億77百万円の請負

代金の支払を求める訴訟を提起しており

ますが、未だ係争中であり、現在裁判所

で和解手続が進められております。

　なお、請負代金に見合う仕入代金に相

当する額につきましては、当連結会計年

度末における連結貸借対照表の「たな卸

資産」勘定に含まれております。
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　営業外収益の主要項目

 千円

受取利息 114

受取配当金 7,500

為替差益 152,109

※１　営業外収益の主要項目

 千円

受取利息 528

受取配当金 7,780

為替差益 59,392

※１　営業外収益の主要項目

 千円

受取利息 214

受取配当金 8,111

為替差益 335,807

※２　営業外費用の主要項目

 千円

支払利息 1,122

新株発行費 2,779

商品廃棄損 17,034

社員寮解約違約金 3,312

※２　営業外費用の主要項目

 千円

支払利息 1,282

商品廃棄損 15,404

※２　営業外費用の主要項目

 千円

支払利息 1,470

新株発行費 10,698

商品廃棄損 20,420

自己株式取得費用 5,893

※３　特別利益の主要項目

 千円

固定資産売却益 477

※３　特別利益の主要項目

 千円

役員賞与金戻入 21,500

年金基金脱退一時金

戻入益

251,612

有価証券売却益 2,023

※３　特別利益の主要項目

 千円

固定資産売却益 477

投資有価証券売却益 30,000

※４　特別損失の主要項目

 千円

固定資産除却損 8,003

※４　特別損失の主要項目

 千円

固定資産除却損 17,885

投資有価証券評価損 2,081

貸倒引当金繰入額 343,765

※４　特別損失の主要項目

 千円

固定資産除却損 8,344

会員権評価損 1,499

デリバティブ解約損 341,098

　５　減価償却実施額

 千円

有形固定資産 246,837

無形固定資産 43,597

計 290,434

　５　減価償却実施額

 千円

有形固定資産 255,658

無形固定資産 80,344

計 336,003

　５　減価償却実施額

 千円

有形固定資産 535,226

無形固定資産 85,216

計 620,442

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自 平成18年４月１日　至 平成18年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式　（注） 30,008 1 ― 30,009

合計 30,008 1 ― 30,009

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１株は、端株の買取による増加であります。
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額

 

取得価

額相当

額

（千円）

減価償

却累計

額相当

額

（千円）

中間期

末残高

相当額

（千円）

工具器具及び

備品
138,264 61,624 76,639

その他（車両

運搬具）
6,663 2,776 3,887

無形固定資産 21,475 11,451 10,024

計 166,403 75,852 90,550

 

取得価

額相当

額

（千円）

減価償

却累計

額相当

額

（千円）

中間期

末残高

相当額

（千円）

工具器具及び

備品
118,517 71,382 47,135

その他（車両

運搬具）
6,663 4,997 1,665

無形固定資産 17,874 12,175 5,698

計 143,056 88,555 54,500

 

取得価

額相当

額

（千円）

減価償

却累計

額相当

額

（千円）

期末残

高相当

額

（千円）

工具器具及び

備品
128,100 66,225 61,875

その他（車両

運搬具）
6,663 3,887 2,776

無形固定資産 21,475 13,688 7,786

計 156,240 83,802 72,438

②　未経過リース料中間期末残高相当額 ②　未経過リース料中間期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 36,195千円

１年超 56,213

計 92,409

１年内 31,327千円

１年超 24,886

計 56,213

１年内 34,068千円

１年超 40,232

計 74,301

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

支払リース料 22,851千円

減価償却費相当額 21,691

支払利息相当額 1,284

支払リース料 18,906千円

減価償却費相当額 17,937

支払利息相当額 818

支払リース料 46,069千円

減価償却費相当額 43,806

支払利息相当額 2,375

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相

当分との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。

（減損損失について）

同左

②　有価証券

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 110,594円94銭 26,329円31銭 26,425円68銭

１株当たり中間（当期）純利

益
4,339円71銭 377円99銭 2,343円07銭

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益
4,287円37銭 377円54銭 2,322円63銭

　（注）１．１株当たり純資産の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） ― 15,199,870 ―

純資産の部の合計額から控除する金

額（千円）
― ― ―

（うち新株予約権） (―) (―) (―)

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額（千円）
― 15,199,870 ―

１株あたり純資産額の算定に用いら

れた中間期末（期末）の普通株式の

数（株）

― 577,298 ―

　（注）２．１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
  至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
  至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
  至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額

中間（当期）純利益（千円） 650,236 218,214 1,428,650

普通株主に帰属しない金額の主要な内

訳（千円）
― ― 21,500

（うち利益処分による役員賞与金） (―) (―) (21,500)

普通株式に係る中間（当期）純利益（千

円）
650,236 218,214 1,407,150

期中平均株式数（株） 149,834 577,299 600,556

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額
   

　中間（当期）純利益調整額（千円） ― ― ―

　普通株式増加数（株） 1,829 688 5,287

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

 ――――― （新株予約権）
株主総会の特別決議日
　平成15年６月18日
　（新株予約権の数594
個）
株主総会の特別決議日
　平成17年６月17日
　（新株予約権の数
2,993個）

（新株予約権）
株主総会の特別決議
日
　平成17年６月17日
　（新株予約権の数98
個）

－ 個 13 －



（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（株式の分割）

提出会社について平成17年10月３日

開催の取締役会において、株式分割に

よる新株式を発行する旨決議いたしま

した。

１．平成17年12月20日付をもって普通

株式１株を４株に分割します。

(1)分割により増加する株式総数

普通株式　　　　　　　　　　　

　　454,767株

(2)分割方法

平成17年10月31日の最終の株主名

簿に記載された株主の所有株式数

を１株につき４株の割合をもって

分割します。

２．配当起算日

平成17年10月１日

当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間会計期間及

び前事業年度における１株当たり情

報及び当期首に行われたと仮定した

場合の当中間会計期間における１株

当たり情報は、それぞれ以下のとお

りとなります。

前中間会計期

間

当中間会計期

間
前事業年度

１株当たり

純資産額

１株当たり

純資産額

１株当たり

純資産額

円 銭 円 銭 円 銭

29,749 64 27,648 73 26,169 46

１株当たり

中間純利益

金額

１株当たり

中間純利益

金額

１株当たり

当期純利益

金額

円 銭 円 銭 円 銭

873 09 1,084 92 3,159 21

潜在株式調

整後１株当

たり中間純

利益金額

潜在株式調

整後１株当

たり中間純

利益金額

潜在株式調

整後１株当

たり当期純

利益金額

円 銭 円 銭 円 銭

865 92 1,071 84 3,128 86

――――― ―――――

－ 個 14 －


